
（平成２３年７月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 17 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 2448      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 10 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 10月 

 平成４年 10 月末に事業所を退職して、Ａ市Ｂ区役所で住民異動の手続

行った際に、退職時に受け取った「資格喪失証明」を持参して国民年金の

加入手続を行ったことを憶
おぼ

えている。その時にカーボン式になった国民年

金保険料の納付書を受け取り、すぐに納付した。その後は、口座振替で国

民年金保険料を納付した。 

受け取った納付書が平成４年 10 月分の国民年金保険料だったので、なぜ

10 月分の国民年金保険料を納付しなければならないのかと思い、Ａ市Ｂ区

に問い合わせたところ、10 月 31 日でＣ組合の組合員資格を喪失したことに

なっているので、10 月は 1 日だけの国民年金の加入となるが、保険料は 1

か月分納付しなければいけないとの説明を受けた。 

申立期間が国民年金の未加入期間とされ、保険料が納付されていないと

されていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月間と短期間であるとともに、申立人は、国民年金の加入期

間について、申立期間を除き国民年金保険料を全て納付しており、厚生年金保

険から国民年金への切替手続も適切に行っているなど、申立人の国民年金保険

料の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人は、「国民年金への加入は、退職時に会社から受け取った『資

格喪失証明』を提出して手続を行った。」と供述しているところ、同証明には、

発行日が平成４年 10 月 31 日、Ｃ組合の組合員資格喪失日が「平成４年 10 月

31 日」と記載されている上、オンライン記録によると当初の国民年金の被保

険者資格取得日は、「平成４年 10 月 31 日」とされており、申立期間当時、申



  

立人は、同年同月同日に、国民年金の被保険者であったと推認できる。 

さらに、オンライン記録によると平成５年３月 26 日に国民年金被保険者資

格の取得日が、当初の４年 10 月 31 日から同年 11 月 1 日に訂正されているこ

とについて、日本年金機構Ｄ事務センター及びＡ市Ｂ区は、「当時の資料は残

されていないことから、どうして資格取得日の訂正が行われたのかは不明であ

る。」と回答している。 

加えて、申立人は、「カーボン式の納付書で納めた。」と主張しているとこ

ろ、Ａ市Ｂ区は、「申立期間当時、窓口において納付書を交付することもあっ

た」と回答していることから、申立期間の納付書が発行されたとしても不自然

ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 2449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年１月から同年３月まで 

             ② 平成３年４月から４年３月まで 

             ③ 平成９年４月から 10年３月まで 

    母が、国民年金制度発足当時から国民年金に加入しており、老後のために、

必ず年金に加入するように言っていたので、私は、会社を退職した後の昭和

49 年に国民年金の加入手続を行い、その後は、厚生年金保険から国民年金

への切替手続を必ず行い、国民年金保険料が未納とならないように納付して

きた。 

申立期間について、国民年金保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、申立期間を除き、国民年金の加入期間に係

る国民年金保険料は全て納付済みである上、申請免除期間については追納して

おり、申立期間①は３か月と短期間である。 

   また、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿によると、昭和 50 年５月

に国民年金被保険者資格の喪失手続が行われている上、申立期間①直前の 49

年４月から同年 12 月までの保険料は同年 12 月に現年度納付され、48 年１月

から 49年３月までの保険料は 50年５月に過年度納付されていることが確認で

きることなどを踏まえると、申立期間①の保険料は納付されていたものと考え

るのが自然である。 

   一方、申立期間②及び③については、オンライン記録によると、平成 12 年

10 月 19 日に国民年金の加入期間として記録が追加されており、記録が追加さ



  

れた時点では、当該期間の保険料は時効により納付することができなかったも

のと考えられる上、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



  

福岡厚生年金 事案 3725       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

資格喪失日に係る記録を昭和 41 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正３年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月１日から 41年１月１日まで          

年金事務所の記録では、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失

日は昭和 40 年 12 月１日とされているため、申立期間は被保険者期間とさ

れていないが、私の所持する申立期間当時の日記の記載内容から、同年 12

月末日までＡ社に在籍していたと考えられるので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申立人の厚生年

金保険被保険者資格の喪失日は昭和 40年 12月１日とされている。 

しかしながら、申立人の雇用保険の被保険者記録では、Ａ社と推認される記

録の離職日が、昭和 41 年１月１日とされている上、Ｂ社が提出した申立人に

係る社員名簿には、「41.1.1（40.12）希望」と記載されていることが確認で

きる。 

また、申立人が所持する申立期間当時の日記の記載内容から判断すると、

昭和 40 年 12 月 25 日に同年 12 月分の給与がＡ社から支給されたこと、41 年

１月５日に当該事業所から退職辞令を交付し退職金を支払う旨の連絡を受け、

翌６日にＡ社Ｄ支店において退職金を受領し、健康保険被保険者証を当該事業

所に返還したことが推認される。 

さらに、Ｂ社は、「当時の資料が保存されていないため、詳細は不明である



  

が、申立期間に係る給与が支給されているとすれば、給与から厚生年金保険料

を控除していることは考えられる。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると申

立人は、申立期間の厚生年金保険料をＡ社において事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立人の申立期間における標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 40 年 11 月の記録から、６万円

とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 3726  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、事後訂正の結果、28

万 1,000 円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、訂正前の記録

である 23 万 4,000 円とされているが、申立人は、申立期間について、その主

張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間におけ

る標準賞与額に係る記録を 28万 1,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 25日  

    Ａ社の厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録

が、実際に支給された賞与の額と相違していることが分かった。同事業所

は、事後訂正の届出を行ったが、訂正後の記録は給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する平成 20 年度冬季賞与明細書から、申立人は、申立期間につ

いて、その主張する標準賞与額（28 万 1,000 円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し誤っ

て提出し、また、申立期間に係る厚生年金保険料についても、過少な金額の納

付であったことを認めており、申立期間に係る標準賞与額の変更届を当該保険

料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23年４月 22日に提出したこ

とが確認できることから、これを履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3727     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、事後訂正の結果、６

万 2,000 円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、訂正前の記録

である５万 2,000 円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における

標準賞与額に係る記録を６万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 21年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 25日  

    Ａ社の厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録

が、実際に支給された賞与の額と相違していることが分かった。同事業所

は、事後訂正の届出を行ったが、訂正後の記録は給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する平成 20 年度冬季賞与明細書から、申立人は、申立期間につ

いて、その主張する標準賞与額（６万 2,000円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し誤っ

て提出し、また、申立期間に係る厚生年金保険料についても、過少な金額の納

付であったことを認めており、申立期間に係る標準賞与額の変更届を当該保険

料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23年４月 22日に提出したこ

とが確認できることから、これを履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3728      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、事後訂正の結果、36

万 7,000 円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、訂正前の記録

である 30 万円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における標準

賞与額に係る記録を 36万 7,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 38年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 25日  

    Ａ社の厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録

が、実際に支給された賞与の額と相違していることが分かった。同事業所

は、事後訂正の届出を行ったが、訂正後の記録は給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する平成 20 年度冬季賞与明細書から、申立人は、申立期間につ

いて、その主張する標準賞与額（36 万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し誤っ

て提出し、また、申立期間に係る厚生年金保険料についても、過少な金額の納

付であったことを認めており、申立期間に係る標準賞与額の変更届を当該保険

料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23年４月 22日に提出したこ

とが確認できることから、これを履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3729（事案 2462の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 44年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月 31日から同年 11月１日まで 

前回、申立期間当時、勤務していたＡ社の経営主体が、同社からＢ社に

変更になり、業務内容及び給与等の待遇も従前どおりのままで、同社に引

き続き勤務したにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が確認できないということで、当時の給与明細書を添付して申立てを行っ

たが、申立期間に係る保険料控除は認められないなどとして記録の訂正に

は至らなかった。 

今回、新たに、Ａ社に係る昭和 42 年 10 月及び 43 年８月の給与明細書が

見つかったところ、年金事務所の記録では厚生年金保険被保険者資格の取

得日が 43 年 10 月１日であるにもかかわらず、42 年 10 月の給与明細書にお

いて給与から厚生年金保険料が控除されており、43 年８月の給与明細書に

おいて給与からは厚生年金保険料が控除されていないことからすると、

「42 年 10 月」の記載は「43 年 10 月」の誤りであり、42 年 10 月の給与明

細書は、43年 10月分の給与明細書ではないかと思っている。 

また、私がＢ社を退職した時点の給与明細書も提出しており、提出した

給与明細書における厚生年金保険料の控除に係る状況を確認すれば、私が、

Ａ社からＢ社に転籍し、継続して保険料が控除されていたことが分かると

思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

  



  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人から提出された給与明細書か

ら判断すると、昭和 43 年 10 月分から 44 年９月分までの厚生年金保険料の控

除は確認できるものの、申立期間に係る保険料の控除が確認できなかったこ

と、ⅱ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保

険の被保険者記録が確認でき、連絡の取れた同僚が「保険料は翌月控除で

あったと記憶している。」と供述していること、ⅲ）Ａ社及びＢ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同様にＡ社からＢ社に

転籍しているとする同僚も申立人と同様の被保険者記録となっていること、

ⅳ）Ａ社に係る被保険者名簿において、申立人と同様に月末付けで被保険者

資格を喪失している者が多数確認できることなどから、申立期間の厚生年金

保険料は控除されていなかったことがうかがえるとして、既に当委員会の決

定に基づき平成 22 年７月 15 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えな

いとする通知が行われている。 

今回の再申立てにおいて、申立人と同様にＡ社からＢ社に転籍したとする同

僚のＡ社に係る雇用保険の被保険者記録が新たに確認でき、当該記録では離職

日が昭和 44年 10月 31日、Ｂ社に係る同記録では資格取得日が同年 11月１日

となっており、記録が継続していることが確認できるところ、申立人のＡ社に

おける雇用保険の被保険者記録は確認できないものの、申立人及び同僚の供述

から判断すると、申立人についても当該同僚と同様に、申立期間においてＡ社

に継続して勤務（昭和 44年 11月１日にＡ社からＢ社に転籍。）していること

が認められる。 

また、前回の申立てにおいて、申立人と同様にＡ社からＢ社に転籍したと

する複数の同僚が「Ｃ社がＡ社として法人登記をした頃から（昭和 42 年６月

28 日法人設立登記）、Ｂ社からＡ社に人が派遣され、当該人が給与計算など

を担当していた。」、「Ａ社から受け取った給与明細書に押印している人の名

前は、Ｂ社の人だと記憶している。」と供述しているところ、申立期間当時の

Ａ社の登記簿謄本に名前の記載がある複数の役員に係る厚生年金保険の被保険

者記録が、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確認できる

ことなどから判断すると、両事業所は、申立期間前後において関連事業所で

あったことがうかがえる。 

さらに、申立人が提出した昭和 43 年 10 月分及びＢ社と明記された同年 11

月分の給与明細書により厚生年金保険料の控除が認められるところ、前述のＡ

社の役員のうちの一人が、Ｂ社と明記された申立人の同年 11 月分の給与明細

書に押印していることが確認できる上、申立人は「Ｂ社へ転籍するときに、当

時の事務担当者から、会社名は変わるが、手続は全て会社が行い、仕事内容や

勤務地についてもなんら変わらないと説明を受けていた。」と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断



  

すると、申立人は、Ａ社からＢ社へ転籍するに当たって、厚生年金保険料を継

続して控除されており、申立期間においても、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年９月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から３万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事

業主も死亡しているため不明であるが、事業主が資格喪失日を昭和 44年 11月

１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年 10 月

31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 44年 10月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①について、申立人は申立期間の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格

取得日に係る記録を平成 17年２月 27日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

14万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人の標準報酬月額の記録については、当該期間

のうち、平成 17 年９月から 18 年６月までは 20 万円、同年７月及び同年８月

は 22 万円、同年９月から 19 年３月までは 20 万円、同年４月から同年６月ま

では 22万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年２月 27日から同年８月１日まで 

             ② 平成 17年８月１日から 19年 12月 29日まで 

申立事業所から受け取った「17 年２月度 給与明細書 支給日 17 年３月

25 日」により、厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、厚生年

金保険被保険者資格の取得日が平成 17 年８月１日となっているが、同年２

月 27 日から同年８月１日までの期間も申立事業所に勤務し、給与から厚生

年金保険料が控除されているので記録を訂正してほしい。 

また、平成 17 年８月１日から 19 年 12 月 29 日の期間については、給与

から控除されている厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と、年金事務

所に記録されている標準報酬月額とが一致していない期間があるので記録

を訂正してほしい。 

 

 



  

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立期間①について、申立事業所が提出した「17 年度 年間集計表」及び

申立人が提出した平成 17 年２月から同年４月までの期間、同年６月及び同

年７月に係る給与明細書並びに雇用保険の被保険者記録により、申立人が申

立事業所に平成 17 年２月 27 日から継続して勤務していたことが確認できる。 

また、「17 年度 年間集計表」及び前述の給与明細書により、申立人は、

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

さらに、申立期間①の標準報酬月額については、「17 年度 年間集計表」

及び前述の給与明細書から確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額

から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が保

管している申立人の申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得届における資格取得日が平成 17 年８月１日となっていることから、事業

主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る同年２月から同年７月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る同年２月から同年７月までの保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標

準報酬月額の範囲内であることから、これら標準報酬月額のいずれか低い

方の額で認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立事業所から提出さ

れた「17 年度 年間集計表」、「18 年度 年間集計表」及び「19 年度 年

間集計表」（以下「17～19 年度年間集計表」という。）並びに申立人から

提出された平成 17 年８月及び同年９月、18 年６月から 19 年 11 月までの給

与明細書において確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、17

年９月から 18 年６月までは 20 万円、同年７月及び同年８月は 22 万円、同

年９月から 19 年３月までは 20 万円、同年４月から同年６月までは 22 万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、17～19 年度年間集計表において確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う標準報酬月額と年金事務所で記録されている標準



  

報酬月額とが長期間にわたり一致していないことから、事業主は、17～19

年度年間集計表で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所は、当該保険料に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料（訂正

前の標準報酬に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成 17 年８月及び 19 年７月から同年 11 月ま

での期間については、17～19 年度年間集計表及び前述の給与明細書により、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額と一致している

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月 25日から同年 12月 21日まで 

             ② 昭和 39年３月５日から 41年６月 30日まで 

    昨年７月の同窓会の開催時、Ａ社で、期間季節労働者として一緒に勤務

していた同級生に会った。その際、年金の話題になり、彼女は同事業所で

勤務していた期間の厚生年金を受給していると言っていた。 

    私も同じ様に３年余り勤務したが、申立事業所での厚生年金保険被保険者

記録が半年しか無く、残りの期間は脱退手当金として支給したと言われた

が、脱退手当金の支給を受けた記憶は無く、脱退手当金制度自体を知らな

かった。 

    申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①と申立期間②との間に

ある被保険者期間はその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、

当該被保険者期間は申立期間と同一事業所であることから、申立人が当該被保

険者期間を失念して請求するとは考え難い。 

   また、前述のとおり申立期間と未請求となっている被保険者期間は同一事業

所である上、同一の厚生年金保険被保険者番号で管理されているにもかかわら

ず、当該被保険者期間が未請求期間として存在することは事務処理上不自然で

ある。 

   さらに、申立人は、脱退手当金の支給決定日から約７か月後に国民年金に加

入し、申立期間②直後の昭和 41 年６月から 60 歳到達の平成 15 年＊月までの

国民年金加入期間において、国民年金保険料の未納は無いことを踏まえると、

申立人に年金記録をつなげる意思がうかがわれ、申立人が、申立期間当時、脱

退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 3732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間において、標準賞与額 100万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 100万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 22日 

申立期間において、Ａ社に勤務し、支給された賞与から厚生年金保険料を

控除されていたにもかかわらず、申立期間の記録が年金額の計算の基礎とな

らない期間として記録されているので、年金額の計算の基礎となる標準賞与

額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立事業所が提出した平成 20 年 12 月 22 日に支給された賞与に係る賞与支

払明細書、及び賞与集計表から、申立期間については 100 万円に見合う厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額を 100万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年３月 16

日に、事業主から申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届が提出されたことが確認できるところ、事業主は、「申立期間にお

いて支給した賞与から厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出して

いなかった。」と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、当該

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間において、標準賞与額 30 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 30 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 22日 

申立期間において、Ａ社に勤務し、支給された賞与から厚生年金保険料

を控除されていたにもかかわらず、申立期間の記録が年金額の計算の基礎と

ならない期間として記録されているので、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立事業所が提出した平成 20 年 12 月 22 日に支給された賞与に係る賞与支

払明細書、及び賞与集計表から、申立期間については 30 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額を 30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年３月 16

日に、事業主から申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届が提出されたことが確認できるところ、事業主は、「申立期間にお

いて支給した賞与から厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出して

いなかった。」と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、当該

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間において、標準賞与額 17 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 17 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 22日 

申立期間において、Ａ社に勤務し、支給された賞与から厚生年金保険料

を控除されていたにもかかわらず、申立期間の記録が年金額の計算の基礎と

ならない期間として記録されているので、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立事業所が提出した平成 20 年 12 月 22 日に支給された賞与に係る賞与支

払明細書、及び賞与集計表から、申立期間については 17 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額を 17万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年３月 16

日に、事業主から申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届が提出されたことが確認できるところ、事業主は、「申立期間にお

いて支給した賞与から厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出して

いなかった。」と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、当該

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間において、標準賞与額 10 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 10 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 22日 

申立期間において、Ａ社に勤務し、支給された賞与から厚生年金保険料を

控除されていたにもかかわらず、申立期間の記録が年金額の計算の基礎とな

らない期間として記録されているので、年金額の計算の基礎となる標準賞与

額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立事業所が提出した平成 20 年 12 月 22 日に支給された賞与に係る賞与支

払明細書、及び賞与集計表から、申立期間については 10 万円に見合う厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額を 10万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年３月 16

日に、事業主から申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届が提出されたことが確認できるところ、事業主は、「申立期間にお

いて支給した賞与から厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出して

いなかった。」と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、当該

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3736 

 

第１ 委員会の結論 

 Ａ社の事業主は、申立人が昭和 27 年８月 21 日に厚生年金保険被保険者の資

格を取得し、29 年５月 21 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人のＡ社に係る厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

   なお、昭和 27年８月 21日から 29年５月 21日までの期間の標準報酬月額に

ついては、8,000円とすることが妥当である。 

       

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月１日から 31年７月まで 

   Ｂ市にあるＣ社の本社に昭和 27 年７月に入社して社内でＤ業務に従事し

ていたが、同年９月にＥ担当に配置換えになった。31 年４月には、私の長

男がＢ市の小学校に入学しており、Ｂ市に在住していたことは間違いないが、

申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、Ｃ社において昭和 27年７月８日から 31年７月まで継続して勤

務したと供述している。 

一方、法人登記簿の記録において、申立人が勤務したとするＣ社と同一住

所に所在していたＡ社が確認できるところ、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において、申立人と同姓同名で生年月日が一致する、基礎年

金番号に統合されていない厚生年金保険の被保険者記録（資格取得日は昭和

27年８月 21日、資格喪失日は 29年５月 21日）が確認できる。 

また、Ｃ社又はＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚は、「Ｃ社及びＡ社は、

同一敷地内にあり、事業主が同じである関連会社であった。給与計算の担当

者も同じであり、Ａ社の車に表記された会社名も看板もＣ社の社名であっ



  

た。」と供述しているところ、Ｃ社及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、両事業所の事業主は同一人であることが確認できる。 

さらに、前述の同僚のうち一人は、「Ｃ社の従業員は便宜上、Ａ社に移籍

させていたが、両事業所における給与も待遇も同じだった。業種としては、

Ｃ社は路線とＥ業務を行い、Ａ社は一般区域と貸し切りの運送業務を行う旨

区別されていた。」と供述しているところ、「Ａ社からＣ社に移籍した。」

等と供述している別の同僚の被保険者記録は、前述の両事業所に係る被保険

者名簿において、Ａ社の厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、Ｃ社にお

いて資格を取得していることが確認できる上、「私は、Ｃ社に勤務した。」

と供述している別の同僚の被保険者記録は、Ｃ社に係る被保険者名簿におい

て被保険者記録は確認できないものの、Ａ社に係る被保険者名簿において確

認できることなどから判断すると、申立人は、Ｃ社と同一住所に所在してい

たＡ社に在籍していたことが推認される。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＡ社における被保険者

資格を昭和 27 年８月 21 日に取得し、29 年５月 21 日に同資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

    なお、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 27年８月 21日か

ら 29年５月 21日までの期間は 8,000円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 29 年５月 21 日から 31 年７月 31 日までの期間に

ついては、Ａ社又はＣ社における当時の事業主は既に死亡している上、各事

業所に係る被保険者名簿において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

同僚から、申立人の勤務実態及び事業主による厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び供述等を得ることができない。 

このほか、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 20 年８月

13 日は 31 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 30 万 5,000 円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20年８月 13日 

             ② 平成 20年 12月 22日 

    Ａ事業所から支給された両申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているので、両申立期間について、年金額の計算の基礎と

なる標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した平成 20 年８月及び同年 12 月の賃金台帳（賞与分）か

ら判断すると、申立人は両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

 一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 



  

したがって、申立人の標準賞与額については、平成 20 年８月 13 日は 31 万

2,000円、同年 12月 22日は 30万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年４月８日

に、事業主は、申立人の両申立期間に係る標準賞与額について届出を行って

いなかったことを認め、両申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届を提出していることが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る両申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 20 年８月

13日は 19万 5,000円、同年 12月 22日は 19万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 63年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20年８月 13日 

             ② 平成 20年 12月 22日 

    Ａ事業所から支給された両申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているので、両申立期間について、年金額の計算の基礎と

なる標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した平成 20 年８月及び同年 12 月の賃金台帳（賞与分）か

ら判断すると、申立人は両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

 一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、平成 20 年８月 13 日は 19 万



  

5,000円、同年 12月 22日は 19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年４月８日

に、事業主は、申立人の両申立期間に係る標準賞与額について届出を行って

いなかったことを認め、両申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届を提出していることが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る両申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 44 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月 31日から同年９月１日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きない。同社には昭和 44 年８月 31 日まで勤務していたことは事実である

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する申立人の人事記録及び雇用保険の被保険者記録により、申立

人は同社に昭和 44 年８月 31 日まで勤務していたことが認められる上、同社

は、「月末で退職した者については、退職月の厚生年金保険料を控除してい

たと思われる。申立人についても月末の退職であるため、申立期間に係る給

与から厚生年金保険料を控除していたと思われる。」と回答していることか

ら判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年７月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 44 年９月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年８月 31 日と

誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、



  

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 2450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年５月、同年 10 月、８年１月、同年３月から同年５月まで

の期間、同年８月及び同年 10 月から９年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年５月 

         ② 平成７年 10月 

         ③ 平成８年１月 

         ④ 平成８年３月から同年５月まで 

         ⑤ 平成８年８月 

         ⑥ 平成８年 10月から９年３月まで 

私の母が、平成７年４月から９年３月までの期間のうち、未納となってい

た国民年金保険料を、Ａ銀行（現在は、Ｂ銀行）Ｃ支店から振り込んだと

記憶していると言っているので、申立期間が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、②、③及び⑤については、当該申立期間前後に関する申立人

の納付状況について、Ｄ年金事務所に保存されている平成９年度から 10 年

度までに収納された７年度及び８年度の国民年金保険料の領収済通知書、及

びオンライン記録を調査した結果、平成９年５月に申立人の国民年金への加

入手続が行われた後、平成９年度及び 10 年度の現年度保険料をそれぞれ納

付した日と同日に、平成７年６月から同年９月まで、同年 11 月及び同年 12

月、８年２月、同年６月及び同年７月、及び同年９月の過年度保険料をいず

れも時効到達直前にそれぞれ一月分ずつ納付している状況がみられるところ、

ⅰ）申立期間①については、申立期間①の直前の７年４月の保険料が時効到

達直前の９年５月 26 日に納付され、申立期間①の直後の７年６月の保険料

が時効到達直前の９年７月 31 日に現年度分である同年４月から同年７月ま



  

での保険料とともに納付されていることが確認でき、この現年度保険料が納

付された時点（平成９年７月 31 日）では、当該期間の保険料は時効によっ

て納付することができなかった、ⅱ）申立期間②については、申立期間②の

直前の７年９月の保険料が時効到達直前の９年 10月 31日に現年度分である

同年 10月の保険料とともに納付され、次に現年度分である同年 11月の保険

料が納付された同年 12 月１日時点では、当該期間の保険料は時効によって

納付することができなかった、ⅲ）申立期間③については、申立期間③の直

前の７年 12 月の保険料が時効到達直前の 10 年 1 月 30 日に現年度分である

同年 1 月の保険料とともに納付された後、次に現年度分である同年２月及び

同年３月の保険料が納付された同年４月１日時点では、当該期間の保険料は

時効によって納付することができなかった、ⅳ）申立期間⑤については、申

立期間⑤の直前の８年７月の保険料が時効到達直前の 10年８月 31日に現年

度分である同年８月の保険料とともに納付された後、次に現年度分である同

年９月の保険料が納付された同年 10 月５日時点では、当該期間の保険料は

時効によって納付することができなかったものと考えられる。 

 

２ 申立期間④について、このうちの平成８年３月については、上記１のよう

に、申立期間④の直前の同年２月の国民年金保険料が時効到達直前の 10 年

４月１日に現年度分である同年２月及び同年３月の保険料とともに納付さ

れた後、次に現年度分である同年４月の保険料が納付された同年５月１日

には、当該期間の保険料は時効によって納付することができなかったもの

と考えられる。 

  また、申立期間④のうちの平成８年４月及び同年５月については、Ｄ年金

事務所に保存されている申立人に係る 10 年４月から 11 年３月までに収納

された領収済通知書によると、領収済となっている８年２月分の納付書は、

国民年金への加入手続が行われた９年５月 19 日に申立人の住所、氏名など

が印字されて発行されており、次に領収済となっている８年６月分の納付

書については、時効到達直前の 10 年７月 29 日に発行されているが、前述

の同年金事務所に保存されている同通知書の中では、これのみが申立人の

住所、氏名などが手書きで発行（当該納付は、発行の翌日の平成 10 年７月

30日）されていることが確認できる。 

このことから、国民年金の加入手続の時点（平成９年５月 19 日）では、

平成７年度の１年分のみの過年度納付書が発行され、平成８年４月分及び

同年５月分を含め平成８年度分は発行されておらず、８年度分の同納付書

は平成 10 年７月 29 日に初めて発行された可能性が高いとともに、当該期

間の同通知書がＤ年金事務所に保管されていることを確認することができ

ないこと等を考え合わせると、当該期間の国民年金保険料が納付されたと

は考え難い。 



  

 

３ 申立期間⑥については、申立期間⑥の直前の平成８年９月の国民年金保険

料とともに、申立人、申立人の母親及び申立人の妹の３人分の 10 年９月分

が同年 10 月５日に納付された後、当該３人の同年 10 月からの保険料は申

立人の母親の銀行口座から振り替えられている（最初の口座振替日は、平

成 10 年 10 月 28 日）ことが確認できるところ、口座振替では過年度保険料

の納付はできないこと、及びＤ年金事務所に保存されている同年 11 月から

11 年３月までに収納された領収済通知書の中に、申立人に係る同通知書が

見当たらないことから、当該期間の国民年金保険料が納付されたとは考え

難い。 

 

４ 加えて、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

福岡国民年金 事案 2451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年２月から同年４月までの期間、同年８月から 40 年４月

までの期間、同年 10 月から 41 年４月までの期間、49 年４月から同年 10 月ま

での期間及び 50年 7月から 51年６月まで期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年２月から同年４月まで 

             ② 昭和 39年８月から 40年４月まで 

             ③ 昭和 40年 10月から 41年４月まで 

             ④ 昭和 49年４月から同年 10月まで 

             ⑤ 昭和 50年 7月から 51年６月まで 

昭和 38 年４月に共済組合員資格を取得するまでは、父が国民年金の加入

手続及び国民年金保険料の納付をしてくれていたが、共済組合員資格を喪

失した後は、私が国民年金保険料を納付してきたはずであるので、申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳では、全ての申立期間における国

民年金保険料は、いずれも未納とされており、オンライン記録と一致している

ことが確認できる。 

   また、申立期間①については、前述の被保険者名簿及び特殊台帳により、当

時、申立人の共済組合員資格の取得及び喪失に伴う、国民年金被保険者資格の

喪失及び取得に係る届出は行われていなかったものと確認されるほか、共済組

合員期間の国民年金保険料の還付の事跡が見当たらないこと及び共済組合員期

間の直前の期間が未納と確認できることなどから、申立期間①に係る国民年金

保険料の納付は行われなかったものと考えられる。 

   さらに、申立期間②、③、④及び⑤については、前述の被保険者名簿及び特

殊台帳により、ⅰ）当該期間に係る国民年金被保険者資格の取得及び喪失の記



  

録は、申立人が昭和 53 年８月に国民年金被保険者の資格を取得した際に遡っ

て整理され、それ以前の厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪失に伴う、国

民年金被保険者資格の喪失及び取得に係る届出は行われていなかったものと推

認されること、ⅱ）申立期間⑤直後の 51 年７月分の保険料は、時効間際の 53

年 10 月に過年度納付されていることが確認できることなどを踏まえると、当

時、申立期間②、③、④及び⑤は国民年金の未加入期間である上、記録の整備

がされた同年８月時点においては、時効のため遡って保険料を納付することも

できなかったものと考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。



  

福岡国民年金 事案 2452 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 51年３月まで 

    私は、国民年金の加入を父に勧められ、当時、自営業で仕事が忙しかった

ので、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付は母にしてもらって

いた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年 11 月に払い出され、43 年＊

月＊日まで遡って国民年金被保険者の資格を取得しており、それ以前に別の記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、記号

番号が払い出された時点では、申立期間の大部分は、時効により国民年金保険

料を納付することができなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与していないこ

となどから、国民年金への加入手続、加入時期、申立期間の保険料納付状況等

が不明である。 

   さらに、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

福岡国民年金 事案 2453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年５月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年５月から 52年３月まで 

    私は、昭和 50 年２月に会社を退職したが、同年５月に、夫がＡ市Ｂ区役

所に出向いて厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、その時から

国民年金保険料の納付を始めていたので、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年６月に夫婦連番で払い出され、

50 年５月まで遡って国民年金被保険者の資格を取得しており、それ以前に別

の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことか

ら、記号番号が払い出された時点では、申立期間の国民年金保険料を現年度納

付することはできなかったものと考えられる。 

   また、申立人及びその夫の特殊台帳及びＡ市の国民年金保険料収滞納一覧表

によると、申立人の夫の申立期間当時の国民年金保険料も未納とされている上、

申立期間以後の夫婦の納付状況は同一であったことが確認できるほか、その間

に過年度納付が行われた事跡は見当たらないことなどから、夫婦共に昭和 52

年４月から国民年金保険料の納付を始めたと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



  

福岡国民年金 事案 2454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年７月から７年３月までの国民年金保険料については、免除し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年７月から７年３月まで 

    私が 20 歳になった平成６年＊月頃、両親から国民年金に加入するように勧

められ、父がＡ市役所で国民年金の加入手続を行うとともに、短大就学中で

あった申立期間の国民年金保険料に係る免除申請手続も行ってくれた。 

    申立期間について国民年金の加入手続及び免除申請手続を行ったのに、未加

入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の免除申請を行ったとしているとこ

ろ、申立期間当時、社会保険事務所（当時）及びＡ市において、申立人に対し、

国民年金手帳記号番号が払い出された事跡が確認できない上、申立人が提出し

た年金手帳には、国民年金手帳記号番号などの国民年金加入に係る記録は記載

されていないことが確認できる。 

   また、申立人に代わって国民年金の加入手続及び免除申請を行ったとする申立

人の父親は、申立人の兄の免除申請等に係る記憶はあるものの、申立人に係る

手続についての記憶は定かではないとしており、当時の加入手続及び免除申請

手続等の状況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連

資料（免除承認通知書、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

免除されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることは

できない。



  

福岡国民年金 事案 2455 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年１月から 51年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 51年９月まで 

    国民年金に加入した際、市職員から、このままでは将来、年金を受給する

ことはできないと説明されたので、国民年金保険料 50 万円から 60 万円を

遡って納付した。 

    当時、妻が私の分も含めて一緒に国民年金保険料を納付しており、妻の保

険料は納付済みとされているのに、私は未納とされているので、申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、妻が申立人の国民年金保険料も含めて一緒に納付

していたと供述しているところ、申立人の妻の国民年金手帳記号番号は昭和

42 年９月に払い出されているのに対し、申立人の記号番号は 54 年１月に払い

出されており、払出時期が大きく相違している上、申立期間前後の納付時期

及び納付方法も異なっているほか、申立人の記号番号が払い出されるまでは、

申立期間は国民年金の未加入期間とされていたことから、申立人の妻は、申

立人の国民年金保険料を含めて一緒に納付することはできなかったものと考

えられる。 

   また、特殊台帳によれば、申立人は、ⅰ）昭和 54 年１月に６か月分（昭和

51 年 10 月から 52 年３月までの期間）の国民年金保険料を過年度納付し、

ⅱ）54 年７月に 12 か月分（昭和 52 年４月から 53 年３月までの期間）の保険

料を過年度納付し、ⅲ）55 年６月に 116 か月分（昭和 36 年４月から 42 年７

月まで期間及び 43 年９月から 46 年 12 月まで期間）の保険料を特例納付して

いることが確認できるところ、申立人が 60 歳に到達するまでの国民年金保険

料の納付済期間は、これら過年度納付及び特例納付期間を含めて 278 か月と



  

なることから、申立人は、国民年金に係る受給資格期間 276 か月を満たすた

めに必要となる納付月数を考慮して、過年度納付及び特例納付を行っていた

ことがうかがえる。 

   さらに、申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3740       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年９月１日から 41年８月１日まで 

         ② 昭和 62年 10月１日から平成元年 10月１日まで 

Ａ社（申立期間①当時は、Ｂ社）は、昭和 40 年９月１日にＢ社Ｃ支店と

同社の子会社の工場が合併して設立された会社であり、合併の際に給与の

引き下げ等は無かったにもかかわらず、Ａ社に係る申立期間①の標準報酬

月額が、申立期間①直前のＢ社Ｃ支店に係る標準報酬月額より低い金額で

記録されているので、記録を訂正してほしい。 

また、Ｄ社（現在は、Ｅ社）には、Ｆ業務として年俸 500 万円の条件で

入社した。従業員の給与の決定に関わっており、申立期間②の報酬月額を

引き下げた記憶は無いにもかかわらず、申立期間②の標準報酬月額が、申

立期間②直前の標準報酬月額より低い金額で記録されているので、当該期

間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人の申立期間①における標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の記録とオンライン記録は一致している上、当

該名簿の標準報酬月額が遡って訂正、変更されているなどの不自然な点は見

当たらない。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、

当時の事業主は、「関連資料等は残っておらず、給与からの厚生年金保険

料の控除の状況については、不明である。」と回答していることから、申

立人の申立期間①における報酬月額及び厚生年金保険料の控除額について

確認することができない。 



  

   

２ 申立人の申立期間②における標準報酬月額については、昭和 62 年 10 月１

日の定時決定について、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録とオンライン記録は一致している上、当該名簿の標準報酬月額が遡って訂

正、変更されているなどの不自然な点は見当たらない。 

     また、昭和 63年 10月１日の定時決定については、健康保険厚生年金保険

被保険者名簿による管理からオンラインによる記録管理に移行している時期

であるが、当該オンライン記録において、申立人に係る標準報酬月額が遡っ

て訂正、変更されるなどの形跡は見当たらない。 

    さらに、Ｅ社は、「当時の関係書類は残っていない。当時のことを知る者

もいない。」と回答していることから、申立人の申立期間②における報酬月

額及び厚生年金保険料の控除額について確認することができない。 

 

  ３ 両申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等の資料は無く、このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、両申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3741     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

（船舶所有者）により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 10月頃から 32年 11月４日まで              

    昭和 31年 10月頃から２か月から３か月間は、Ａが所有するＢ丸に乗船し、

その後、同人又は同人が代表者であるＣ組合が所有するＤ丸に乗船した。 

しかしながら、年金事務所の記録では、Ｂ丸における船員保険の被保険

者記録は確認できない上、Ｄ丸における船員保険の被保険者資格取得日は

昭和 32年 11月４日となっている。 

いずれの船舶においても、乗船の前後に船員保険被保険者証の交付を事

業主に依頼した記憶があるので、申立期間を船員保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 31 年 10 月頃から２か月から３か月間はＢ丸に乗船し、そ

の後Ｄ丸に乗船したと供述しているが、船舶原簿により、Ｂ丸は、32 年３月

に船名を「Ｅ丸」から「Ｂ丸」へ変更していると共に、船籍港がＦ県Ｇ郡Ｈ町

（現在は、Ｆ県Ｉ市）から船舶所有者であるＡの登録住所地のＪ県Ｋ郡Ｌ町

（現在は、Ｊ県Ｍ市Ｌ）へ変更されていることなどから判断すると、申立期間

のうち、31 年 10 月から 32 年２月までの期間については、申立人が、Ｂ丸及

びＤ丸には乗船していたことが推認できない。 

また、Ｂ丸に係る船員保険被保険者名簿により、Ｂ丸が船員保険の適用船

舶に該当することとなったのは、昭和 38年６月 23日と記録されていることが

確認できる。 

さらに、Ｄ丸に係る船員保険被保険者名簿では、申立人の船員保険の被保

険者資格取得日は、昭和 32年 11月４日と記録されており、申立人の申立期間

に係る被保険者記録は確認できない上、当該資格の取得日は、申立人に係る船



  

員保険被保険者台帳（旧台帳）において確認できるＤ丸に係る同資格の取得日

と一致する。 

加えて、前述の被保険者名簿において船員保険の被保険者記録が確認でき

る二人の船員手帳を確認したところ、一人は、船員手帳に記載されている雇入

日の翌月に、他の一人は、約６か月後に船員保険の被保険者資格を取得してい

ることから判断すると、事業主は、必ずしも全ての従業員について雇入れと同

時に船員保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

また、申立人は、申立期間当時の船員手帳を所持していない上、申立期間

当時の事業主は既に死亡しており、申立期間当時の資料も残されていないため、

申立期間における申立人の勤務実態及び保険料控除について確認することがで

きない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3742（事案 2357及び 2941の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24年４月１日から 25年４月 11日まで 

私の双子の姉と一緒に米軍基地内の施設に昭和 22 年頃から 25 年８月末

まで継続して勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い期間が

あったので、年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったところ、当該期

間のうち、25 年６月 19 日から同年７月 24 日までの期間については、被保

険者記録の訂正が必要であると認められたものの、申立期間については、

記録の訂正が認められなかった。 

その後、当該事業所の同僚と一緒に写った写真が見つかり、勤務してい

たことは間違いないとして、再度申し立てたが、申立期間の被保険者記録

の訂正は認められなかった。 

今回、新たな資料等は無いが、申立期間の被保険者記録が訂正されない

ことに納得できないので、再度調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）米軍基地を所管するＡ事務所の資

料を保管している国の出先機関では、「申立事業所の昭和 24 年分の人事記録

は見当たらない。」と回答している上、申立人が名前を記憶している同僚のう

ち申立人の姉以外の同僚は既に死亡しているため、申立人の申立期間における

勤務実態及び事業主による厚生年金保険料の控除等について確認できる供述及

び関連資料を得ることができないこと、ⅱ）Ａ事務所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿及び国の出先機関が保管する同事務所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿では、申立期間における申立人の厚生年金保険の被保険者

記録はいずれも確認できず、両被保険者名簿における申立人の厚生年金保険被



  

保険者の資格取得日の記録は昭和 25年４月 11日で一致していることが確認で

きることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 22年６月 17日

付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、昭和 24 年頃に同僚と一緒に写ったとする写真を提出し

て、申立期間について申立事業所に勤務していたと再度申立てを行っているも

のの、当該写真からは撮影した時期及び勤務場所が特定できない上、申立人は、

申立人の姉以外には一緒に写っている同僚の名前を記憶しておらず、同僚を特

定することができないことから、申立人が申立期間に申立事業所に在籍してい

たことを確認することができず、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

とは認められないとして、平成 22年 12月９日付けで年金記録の訂正が必要と

までは言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は上記の通知に納得できないとして、再度申立てを行ってい

るが、申立人から新たな関連資料等は提出されておらず、その他に、委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年

金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3743 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24年 11月１日から 25年４月 11日まで 

「ねんきん特別便」を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の被保

険者記録が無いことが分かった。 

申立期間当時は、私の双子の妹と一緒に米軍基地内の施設に勤務してい

た期間であり、申立期間の前後の期間には厚生年金保険の被保険者記録が

確認でき、申立期間も継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

適用事業所名簿によれば、米軍基地を所管するＡ事務所は、既に厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなっており、Ａ事務所の資料を保管している国

の出先機関では、「Ａ県から引継ぎを受けた資料の中に、申立期間当時の申立

人に係る資料は見当たらない。」と回答している上、申立人が一緒に勤務した

とする同僚のうち申立人の妹以外の同僚は既に死亡していることから、申立人

の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の

控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

また、Ａ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立

人は、昭和 24年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 11月１

日に同資格を喪失した後、25 年４月 11 日に再度同資格を取得していることが

確認でき、当該記録は国の出先機関が保管するＡ事務所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿及びオンライン記録と一致している上、両被保険者名簿及

び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、申立期間における

申立人の被保険者記録はいずれも確認できない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



  

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3744（事案 3271の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年７月 31日から同年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、平

成６年７月末日までの期間にＡ医院に勤務していた申立期間について、厚

生年金保険被保険者資格の喪失日が同年７月 31 日と記録されていることが

分かったので、年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったが、記録の訂

正は認められなかった。 

新たに、Ａ医院の事業主が申立期間に係る給与の支給及び厚生年金保険

料の控除を証明し、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失（訂正）届を提出したが、年金事務所において被保険者資格喪失日の訂

正処理が行われても、保険給付の対象とならない期間とされている。 

申立期間を保険給付の対象となる期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）雇用保険の被保険者記録により、

申立人のＡ医院における離職日は平成６年７月 30 日であることが確認でき、

申立人が同年７月末日までの期間において同医院に勤務していたことを確認す

ることができないこと、ⅱ）同医院は、「申立期間当時の人事及び社会保険の

関連資料は保管していない。」と回答している上、同医院に係るオンライン記

録により申立期間当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚

から聴取しても、申立人が申立期間において同医院に勤務し、厚生年金保険料

を事業主により控除されていたことをうかがわせる供述は得られず、申立人の

申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び供述を得ることができないこと、ⅲ）申立

人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを



  

確認できる給与明細書等の資料は無いなどとして、既に当委員会の決定に基づ

き 23年２月 10日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が

行われている。 

今回、申立人は、Ａ医院の事業主が、申立期間に係る給与を支給し、厚生

年金保険料を給与から控除していたと証明していることを新たな事情として再

申立てを行っているが、事業主に再度照会したところ、事業主は「申立人の勤

務実態及び給与から厚生年金保険料を控除していた事実を確認できる賃金台帳

等の根拠資料は保存しておらず、記憶のみによる証明である。」と回答してい

る。 

その他に、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立人のＡ医院における厚生年金保険の被保険者記録については、

同医院が平成 23 年４月５日に健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失（訂

正）届を年金事務所に提出したことにより、申立人の被保険者資格の喪失日が

既に６年７月 31 日から同年８月１日に訂正されているが、当該訂正処理は、

保険者の保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に行われた確認請求に

基づくものであり、申立期間については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、保険給付の対象となる期間と認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3745  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年４月から 38年 12月まで  

「厚生年金加入記録のお知らせ」を確認したところ、申立期間の厚生年

金保険の被保険者記録が無いことが分かった。 

申立期間は、Ａ社Ｂ出張所（現在は、Ａ社Ｂ営業所）において、事務員

として勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる申立人が記憶する同僚一人の供述から判断すると、期間

の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社本社では、「申立期間当時、社会保険等の加入手続に

ついては、当社本社一括で行っていたが、個々の従業員を社会保険等に加入さ

せるか否かについては、当社各出張所の裁量に委ねていた。」と回答している

ところ、同社本社及び同社Ｂ営業所では、申立期間当時の関連資料を保存して

いない上、当時の事業主、及び前述の被保険者名簿により厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同社Ｂ出張所で給与支払事務を担当していたとする同僚

は死亡しており、申立人は、前述の申立人が記憶する同僚以外の同僚に対する

聴取を希望しておらず、申立人が記憶する同僚に聴取しても、申立人が申立期

間において厚生年金保険料を事業主により控除されていたことをうかがわせる

供述が得られないことから、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保

険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供

述を得ることができない。 

また、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は



  

確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

    このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年３月 20日から同年７月 12日まで  

② 昭和 42年８月７日から 44年３月 21日まで 

③ 昭和 44年４月 15日から 46年９月１日まで  

④ 昭和 47年 10月１日から 48年７月 26日まで 

    高等学校を卒業後に勤務したＡ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社に係る厚生年金保

険の被保険者期間について、オンライン記録では、脱退手当金が支給済み

となっている。 

    しかし、私は、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無

いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金の請求を行ったことは無く、受給した

記憶も無いとしている。 

しかしながら、申立期間④のＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されてい

る上、厚生年金保険脱退手当金支給報告書に記載された、被保険者期間、支給

額、支給年月日は、オンライン記録と一致しているとともに、その支給額に計

算上の誤りは無いほか、申立期間④において厚生年金保険被保険者資格を喪失

した日から約２か月後の昭和 48年９月 11日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間③と同期間④の間に脱退手当金が未支給となっている期間

（昭和 47年２月１日から同年６月 30日）が有るところ、当該未支給期間に係

る事業所（Ｅ社）は、Ｇ市にあり、当時のＥ社の社員であってＤ社の取締役を

兼務していた者は、「Ｆ市にあるＤ社は、Ｅ社が出資していた会社であり、私



  

は、時々、Ｄ社まで行っていた。」と供述し、申立人と同様にＥ社の厚生年金

保険被保険者記録が確認できるＤ社の同僚５人のうち一人は、「私は入社後の

一時期、社会保険はＥ社において加入させてもらっていた。」と供述している

ことから、Ｄ社は申立人が同社に勤務していた一部の期間について、当該未支

給期間となっているＥ社において厚生年金保険に加入させる取扱いを行ってい

たものと考えられる。 

さらに、申立人は、「Ｆ市に在住しており、Ｅ社に勤務したことはなく、同

社で厚生年金保険に加入していたことは知らない。」と供述していることから、

その取扱いを承知していなかった可能性がうかがえ、申立人が、脱退手当金を

請求する際に、同社を申告しなかったとしても不自然ではない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3747 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年３月６日から同年４月 10日まで 

             ② 昭和 47年８月 12日から同年９月８日まで 

             ③ 昭和 47年 12月 21日から 48年１月９日まで 

             ④ 昭和 49年８月 29日から同年９月２日まで 

             ⑤ 昭和 49年９月 30日から同年 10月 16日まで 

             ⑥ 昭和 49年 10月 28日から 50年５月１日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間①、Ｃ社Ｄ支店に勤務して

いた申立期間②及び③、Ｅ社（現在は、Ｆ社）に勤務していた申立期間④、

⑤及び⑥における厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間について、各事業所に勤務していたことは事実であるので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の雇用保険の被保険者記録は確認できないほ

か、Ａ社における同僚として申立人が名前を挙げた同僚は、既に死亡してお

り供述を得ることができない上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票から、申立期間①当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚

等からは、申立人の勤務実態等に係る供述を得ることはできない。 

    また、Ｂ社は、「申立人に係る関係資料は保管しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、前述の被保険者原票では、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日は昭和 42 年３月６日となっており、オンライン記録と一致している

上、申立人に係る健康保険被保険者証が社会保険事務所（当時）に返納され

たことを示す「証返納３月 22日」の記載が確認できる。 



  

 

  ２ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人のＣ社Ｄ

支店における離職日は昭和 47年８月 11日となっており、当該離職日は、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に基づく申立人の厚生年金保険

被保険者資格の喪失日と符合している上、同被保険者原票には、申立人に係

る健康保険被保険者証が社会保険事務所に返納されたことを示す「証返納９

月７日」の記載が確認できる。 

    また、Ｃ社は、「申立人に係る関連資料は保管しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、前述の被保険者原票から、申立期間②当時、厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚二人は、それぞれ、「申立人に係る記憶はあるが、

具体的な勤務期間や当時の厚生年金保険の加入状況については分からな

い。」、「申立人に係る記憶は無く、当時の厚生年金保険の加入状況につい

ても分からない。」と供述していることから、申立人の申立期間②における

勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び事業主による厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び供述等を得ることができない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人の雇用保険の被保険者記録は確認できないほ

か、Ｃ社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立期間③

当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚等からは、申立人の勤

務実態等に係る供述を得ることはできない。 

    また、Ｃ社は、「申立人に係る関連資料は保存しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、前述の被保険者原票では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録

は確認できない上、申立期間③における健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

  ４ 申立期間④について、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人のＥ社に

おける離職日は昭和 49年８月 28日となっており、当該離職日は、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票に基づく申立人の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日と符合していることが確認できる。 

    また、Ｆ社は、「申立人に係る関連資料は保管しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、前述の被保険者原票から、申立期間④当時、厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚二人は、いずれも、「申立人に係る記憶は無く、

当時の厚生年金保険の加入状況についても分からない。」と供述しているこ

とから、申立人の申立期間④における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及

び事業主による厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供述



  

等を得ることができない。 

 

  ５ 申立期間⑤について、申立人の雇用保険の被保険者記録は確認できないほ

か、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立期間⑤当時、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚等からは、申立人の勤務実態

等に係る供述を得ることはできない。 

    また、Ｆ社は、「申立人に係る関連資料は保存しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、前述の被保険者原票では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録

は確認できない上、申立期間⑤における健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

  ６ 申立期間⑥について、Ｅ社とは別の事業所に係る雇用保険の被保険者記録

は確認できるものの、Ｅ社に係る雇用保険の被保険者記録は確認できないほ

か、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立期間⑥当時、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚等からは、申立人の勤務実態

等に係る供述を得ることはできない。 

    また、Ｆ社は、「申立人に係る関連資料は保存しておらず、申立内容を確

認できない。」と回答している。 

    さらに、Ｅ社及び雇用保険の被保険者記録が確認できる、申立事業所とは

別の事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申立人の厚生年

金保険の被保険者記録は確認できない上、申立期間⑥における健康保険の整

理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

  ７ 申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立てに

係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を各事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月頃から同年７月頃まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間において勤務していたことは事実であ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録は確認できない。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人に係る厚

生年金保険の被保険者記録は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番が無

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   さらに、Ｂ社は、「当社では厚生年金保険に加入している従業員に係る健康

保険厚生年金保険被保険者資格取得届等の当時の資料を保管しているが、当該

資料の中に、申立人の名前は無かった。当時は現在と異なり、全ての従業員を

加入させていたわけではなかったと思われる。」と回答している上、前述の被

保険者原票から、申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同

僚二人は、それぞれ、「申立人に係る記憶は無く、当時の厚生年金保険の加入

状況については分からない。」、「申立人に係る記憶は無い。当時、申立事業

所では従業員の入れ替わりが激しく、数か月で退職する者が多かった。」と供

述しているほか、当該被保険者原票によれば、申立人が名前を挙げた同僚二人

のうち、一人については厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことから

判断すると、当時、申立事業所では、必ずしも全ての従業員について厚生年金

保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41年９月 30日から 48年 12月１日まで 

    Ａ社にＢ担当として勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者

記録が確認できない。 

昭和 39 年８月に入社し、申立期間において継続して勤務していたことは

事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が名前を挙げ

た同僚の厚生年金保険の被保険者記録が確認できること、及び当該同僚の供述

から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人が昭和 41 年９月

30日以降も同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿などによれば、Ａ社は、

昭和 41年９月 30日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申

立人は同日に同社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが

確認できる上、申立期間における申立人に係る雇用保険の被保険者記録は確認

できない。 

   また、法人登記簿によれば、Ａ社は解散しており、当時の事業主は既に死亡

している上、申立人が同僚として名前を挙げた二人は、いずれも、「申立人が

勤務していたことは記憶している。私は、Ａ社に昭和 40 年５月頃に入社し、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった後の期間においても継続

して勤務していた。適用事業所に該当しなくなった後の期間については、給与

から厚生年金保険料が控除されることは無かったと思うが、当時の給与明細書

等は所持しておらず、確認することができない。」、「申立人が勤務していた



  

ことは記憶しているが、厚生年金保険の加入状況については分からない。私が

Ａ社に勤務したのは、昭和 38年７月から 42年１月頃までの期間だった。」と

供述しているところ、前述の被保険者名簿において、申立期間に係る厚生年金

保険の被保険者記録が確認できる者は見当たらず、申立人の申立期間における

事業主による厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、申立人に係る国民年金被保険者台帳により、申立人は、申立期間に

おいて国民年金に加入し、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 48 年 12 月ま

での国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 


